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大学共同利用機関法人自然科学研究機構 中期目標 

 

 

 

（前文）研究機構の基本的な目標 

大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「本機構」という。）は、宇宙、エネルギー、物質、

生命等に関わる自然科学分野の拠点的研究機関を設置・運営することにより国際的・先導的な研究を

進めるとともに、本機構が設置する各大学共同利用機関（以下「各機関」という。）の特色を活かしな

がら、更に各々の分野を超え、広範な自然の構造と機能の解明に取り組み、自然科学の新たな展開を

目指して新しい学問分野の創出とその発展を図るとともに、若手研究者の育成に努める。また、大学

共同利用機関としての特性を活かし、大学等との連携の下、我が国の大学の自然科学分野を中心とし

た研究力強化を図る。これらのミッションを踏まえ、特に第３期中期目標期間においては、機構長の

リーダーシップの下、以下の組織改革及び研究システム改革を通じて、機能強化を強力に推進する。 

組織改革については、機関の枠を超え、異分野連携による新分野の創成を恒常的に行う新分野創成

センターの組織再編、既存機関とは独立した国際的研究拠点の創設、研究基盤戦略会議における機能

強化の方針及び資源再配分等の組織改革の方針に基づく教育研究組織の再編等を行う。 

研究システム改革については、本機構の行う公募型の共同利用・共同研究の申請から審査・採択、成

果報告・分析までを統合的に管理するシステム（自然科学共同利用・共同研究統括システム）を整備し

て、それらの成果の分析評価を行うとともに、本機構と各大学との緊密な連携体制の下で、大学の各

分野の機能強化に貢献する新たな仕組み（自然科学大学間連携推進機構）を構築する。また、柔軟な雇

用制度（多様な年俸制、混合給与）の導入等の人事・給与システム改革を通じて若手研究者の育成、女

性研究者の支援、外国人研究者の招へいに取り組む。 

これら２つの改革を着実に推進するため、本機構の IR（Institutional Research）機能を整備する

とともに、これら第３期中期目標期間における特色ある改革の問題点や課題を、内部的に自己点検を

実施し、それを受けて改革の効果について外部評価を受ける。また、研究活動における不正行為及び

研究費の不正使用等のコンプライアンスの諸課題についても機構全体で包括的かつ横断的に取り組む。 

 

 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 

平成２８年４月１日から平成３４年３月３１日までの６年間とする。 

 

２ 大学共同利用機関 

本機構に、以下の大学共同利用機関を置く。 

国立天文台 

核融合科学研究所 

基礎生物学研究所 

生理学研究所 

分子科学研究所 
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Ⅰ 研究機構の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

本機構は、天文学、核融合科学、物質科学、生命科学等の自然科学分野の学術研究を積極

的に推進するとともに、各分野間の連携を図り、優れた研究成果を上げる。 

天文学分野では、太陽系からビッグバン宇宙までを研究対象として、国内外の大型研究基

盤施設及び設備の建設・運用を行い、これらを大学等の研究者の共同利用に供することによ

り、我が国の観測天文学、シミュレーション研究、理論天文学を牽引し、人類が未だ認識し

ていない宇宙の未知の領域を開拓する。 

国内の研究拠点のほか、アメリカ合衆国に設置したハワイ観測所、チリ共和国に設置した

チリ観測所においても業務運営を円滑に実施する。また、日米中印加による国際共同科学事

業である 30m 光学赤外線望遠鏡（TMT）計画のメンバー機関として、アメリカ合衆国ハワイ州

において建設を推進する。 

核融合科学分野では、我が国における核融合科学研究の中核的研究拠点として、大学や研

究機関とともに核融合科学及び関連理工学の学術的体系化と発展を図る。環境安全性に優れ

た制御熱核融合の実現に向けて、大型の実験装置や計算機を用いた共同研究から、国際協力

による核融合燃焼実験への支援までを含む日本全体の当該研究を推進する。 

基礎生物学分野では、遺伝子・細胞・組織・個体の多階層における独創的な研究や研究技

術・手法の開発を推進することにより、生物現象の基本原理に関する統合的理解を深め、国

内生物学コミュニティを先導し、基礎生物学分野の発展に寄与する。 

生理学分野では、分子から細胞、組織、システム、個体にわたる各レベルにおいて先導的

な研究をするとともに、各レベルを有機的に統合し、ヒトの機能とその仕組み、更にその病

態の解明に寄与する。 

分子科学分野では、物質・材料の基本となる分子及び分子集合体の構造、機能、反応に関

して、原子・分子及び電子のレベルにおいて究明することにより、化学現象の一般的法則を

構築し、新たな現象や機能を予測、実現する。 

（２）研究実施体制等に関する目標 

国際的かつ先端的な学術研究を持続的に推進するため、十分な研究体制を確保する。 

 

２ 共同利用・共同研究に関する目標 

（１）共同利用・共同研究の内容・水準に関する目標 

本機構は、各専門分野を先導する国際的学術拠点として、国内外の研究者との共同利用・

共同研究を抜本的に強化し、優れた研究成果を上げる。 

（２）共同利用・共同研究の実施体制等に関する目標 

共同利用・共同研究機能の強化のため、研究者コミュニティ及び各大学等の要請に対応し

得る柔軟な体制を構築する。 

 

３ 教育に関する目標 

（１）大学院等への教育協力に関する目標 

自然科学分野において国際的に通用する高度な研究的資質を持ち、広い視野を備えた研究
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者を育成するため、総合研究大学院大学（以下「総研大」という。）との一体的連係及びそ

の他の大学との多様な連携によって、本機構の高度の人材・研究環境を活かして、特色ある

大学院教育を実施する。 

（２）人材育成に関する目標 

自然科学分野において優れた研究成果を生み出せる大学院生を含む若手研究者の養成を行

う。特に、総研大との一体的連係及びその他の大学との多様な連携による大学院教育によっ

て、新しい学術的分野の問題を発掘及び解決できる人材の育成を行い、社会の要請に応える。 

  

４ 社会との連携及び社会貢献に関する目標 

国民の科学に対する関心を高めるとともに、最先端の研究成果を社会に還元する。 

  

５ その他の目標 

（１）グローバル化に関する目標 

我が国の代表的な自然科学分野の国際的頭脳循環のハブとして、人材交流を含む国際間の

多様な研究交流を推進する。 

（２）大学共同利用機関法人間の連携に関する目標 

４大学共同利用機関法人は、互いの適切な連携により、より高度な法人運営を推進する。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 組織運営の改善に関する目標 

機構長のリーダーシップの下で、機構本部及び各機関間の連携により、機構として戦略的かつ

一体的な運営を推進する。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

新たな学問分野の創出、共同利用・共同研究機能の向上の観点から、各機関等の研究組織を見

直し、必要な体制整備、組織再編等を行う。 

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

機構における事務組織について、事務局機能の強化を図るとともに、事務局と各機関間の一層

の連携強化により、効率的な体制を構築する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

外部研究資金その他の自己収入の効果的な確保と増加を図るための基盤を強化する。 

 

２ 経費の抑制に関する目標 

適切な財政基盤の確立の観点から、業務・管理運営等の見直しを行い、効率的かつ効果的な予

算執行を行う。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 
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資産の効率的かつ効果的な運用管理を行う。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

国際的に優れた研究成果を上げるため、研究体制、共同利用・共同研究体制や業務運営体制に

ついて、様々な機構外の者の意見を反映させ、適宜、見直し、改善・強化するために自己点検、

外部評価等を充実する。 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

本機構の実情や果たしている機能、運営内容や研究活動について、広く国内外に分かりやすい

形で示すように適切かつ積極的に情報公開や情報発信を行う。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

本機構の施設設備に係る基本方針及び長期的な構想に基づき、キャンパスマスタープランの充

実を図り、既存施設の有効活用や計画的な維持管理を含めた効率的かつ効果的な施設マネジメン

トを行う。 

 

２ 安全管理に関する目標 

事故及び災害を未然に防止するため、広く安全管理・危機管理体制の強化を図り、役職員の意

識向上を通じた安全文化の醸成に取り組む。また、職員の健康を増進することにより、快適な職

場環境創りに積極的に取り組むとともに、情報セキュリティポリシーに基づき、適切な情報セキ

ュリティ対策を行う。 

 

３ 法令遵守等に関する目標 

研究不正の防止、研究費不正の防止に係る管理責任体制の整備を図るとともに、研究者倫理に

関する研修等の充実により、法令遵守を徹底する。 


